
なるとし R1年度交付税 種地
鳴門市 種地区分 Ⅰ－３

面積 人口密度

（k㎡） （人） 第１次 第２次 第３次
H27年 59,101 人 135.66 436 人 人 人
H22年 61,513 人 2,647 6,600 16,728
増加率 △ 3.9 ％ ％ ％ ％

住民基 R2.1.1 56,967 人 10.2 25.4 64.4
本台帳 H31.1.1 57,837 人 人 人 人

2,912 6,917 16,991
％ ％ ％

10.9 25.8 63.4
指数等

(千円・％）
6,881,676

10,595,393

8,791,836

13,265,424

0.65

5.4

１． (A) 16.7

２． (B) - 

３． (C) - 

４． (D) 14.0

５． (E) 128.1

６． (F) 4,019,370

７． (G) 26,884,613

８． (H) 300,000

９． (I) 2,023,694

１０． (J) 96.7

職員数

（人）
10
3 H26.4.1
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8
- H26.4.1

16 H24.4.1
18 〃

〃
31,189

617,807
8,427

13,825
166,040
101,210
533,623

公
営
事
業
の
状
況

介護保険事業

612,480

617,807

市場事業

266,293

後期高齢者医療事業

公共下水道事業

モーターボート競走事業

副市長（特定）

804,600

411,000

（報酬）月額（円）

実質公債費比率

将来負担比率 減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債

102.2
積立金現在高

区分

地方債現在高

市町村類型

を除いた場合の経常収支比率（％）

事務の共同処理の状況

旧新産業都市
特定農山村地域

664,020

477,000

市町村税滞納整理機構

一人当り平均給料
改定実施年月日

議会副議長

教育長
議会議長

　加えた場合の経常収支比率（％）

96.7

退職手当債を財源とするものを

特別職等

債務負担行為額

公債費負担比率

実質赤字比率

後期高齢者医療広域連合

389,000議会議員

被保険者一人当り費用（円）

被保険者一人当り保険料調定額（円）

一世帯当り保険料調定額（円）
被保険者数（人）
加入世帯数（世帯）　R2.3.31現在

国
保
会
計
の
状
況

普通会計からの繰入金（千円）
収支額（千円）

23,804

20,754

収益事業収入額

経常収支比率

446,430
974,014

純損益　（千円）

副市長（一般）
市長

31,189

事業名

2,657水道事業 281,349
2,604,748

- 
1,132

- 

国民健康保険事業

- 

255,349

25,076,335

△ 194,700 767,507

912,325
191,182

普通会計からの

繰入額（千円）

実質収支　又は

実質単年度収支　F+G+H-I

608,463積立金取り崩し額

423,152積立金
繰上償還金 - 

翌年度へ繰り越すべき財源

実質収支　C-D

連結実質赤字比率

単年度収支
721,143

△ 9,389

331,583
730,532

歳出総額
歳入歳出差引額　A-B

区分

区分 Ｒ１年度

H31.4.1
基準財政需要額

区分

ふりがな
市町村名

３６２０２６

国調

Ⅱ－１

25,642,818

206,524

65,165
908,866

歳入総額

S42.1.1　大麻町吸収合併

千円千円

基準財政収入額

標準財政規模

財政力指数（H29～R1年度）

徳島県都道府県名

ラ　ス　パ　イ　レ　ス　指　数
H31.4.1H29.4.1

決算状況

S35.10.1以降の合併状況

Ｒ１年度

国
調

H30.4.1

505

95.0 95.9 96.6

H29.4.1 H30.4.1

25,988,660

就
業
人
口

コード番号

1,062,115

標準税収入額等

H27年
20,219

職　員　数　の　推　移

国調

24,580,703

H22年

人口集中地区人口

(H27年国調）（人）

506

人口

実質収支比率

産業構造

518

指定団体等の状況

地方拠点都市

Ｈ３０年度



決算額 構成比 経常一般　 左の構成 決算額 構成比 一般財源等 経常一般　　 経常収支

　　（千円） 　　（％） 財源（千円） 　比（％） 　　（千円） 　　（％） 　　　（千円） 財源（千円） 比率（％）

7,488,588 28.8 7,488,588 58.8 4,397,620 17.5 4,057,970 4,038,636 30.0

202,928 0.8 202,928 1.6 2,958,248 11.8 2,665,426 2,665,426 19.8

8,239 0.0 8,239 0.1 5,723,119 22.8 1,534,673 1,534,673 11.4

56,472 0.2 56,472 0.4 2,776,122 11.1 2,724,844 2,724,844 20.2

29,189 0.1 29,189 0.2 2,776,122 11.1 2,724,844 2,724,844 20.2

959,639 3.7 959,639 7.5 0 0.0 0 0 0.0

42,668 0.2 42,668 0.3 12,896,861 51.4 8,317,487 8,298,153 61.6

- - - - 3,390,238 13.5 2,582,453 1,786,394 13.3

29,478 0.1 29,478 0.2 279,328 1.1 196,391 196,391 1.5

111,812 0.4 111,812 0.9 1,145,740 4.6 693,783 296,329 2.2

4,236,119 16.3 3,748,413 29.4 9,647 0.0 9,647 9,647 0.1

3,748,413 14.4 3,748,413 29.4 1,136,093 4.6 684,136 286,682 2.1

487,706 1.9 - - 1,510,414 6.0 494,441 - -

13,165,132 50.6 12,677,426 99.5 - - - - -

7,581 0.0 7,581 0.0 3,150,039 12.6 2,645,538 2,441,733 18.1

160,643 0.6 - - - - - - -

182,816 0.7 33,406 0.3 2,703,715 10.8 430,166 - -

104,257 0.4 - - 39,064 0.2 35,664 - -

3,702,596 14.3 - - 2,703,715 10.8 430,166 - -

- - - - 補助 915,521 3.6 17,970 - -

2,063,568 8.0 - - 単独 1,689,955 6.8 387,315 - -

269,910 1.0 22,537 0.2 県営 96,029 0.4 24,881 - -

407,539 1.6 - - 同級他団体 2,210 0.0 - - -

2,060,784 7.9 - - - - - - -

1,062,115 4.1 - - - - - - -

556,619 2.2 265 0.0

2,245,100 8.6 - - 

25,988,660 100.0 12,741,215 100.0 25,076,335 100.0 15,360,259 13,019,000 96.7

決算額 構成比 増減率 超過課税分　　 構成比
　　（千円） 　　（％） （％） 収入済額（千円） （％）

個人分 2,591,557 34.6 0.1 - 議会費 0.9 
法人分 690,267 9.2 △ 11.4 130,038 総務費 16.3 

3,658,354 48.9 0.4 - 民生費 37.5 
200,154 2.7 3.8 13,865 衛生費 7.5 
324,793 4.3 0.1 - 労働費 0.0 

1,514 0.0 △ 34.2 - 農林水産業費 2.0 
- - - - 商工費 1.1 

21,949 0.3 3.6 - 土木費 7.1 
21,949 0.3 3.6 - 消防費 3.6 

- - - - 教育費 12.8 
- - - - 災害復旧費 - 
- - - - 公債費 11.1 
- - - - 諸支出金 0.1 
- - - - 前年度繰上充用金 -

7,488,588 100.0 △ 0.8 143,903 合計 100.0 
区分 現年課税分（％）

円
3,500

標準税率

に対する

比率 法人税割 市町村税

１．０ （合計）

合計

固定資産税

市町村民税

地方債

宅地開発税

市町村税

　×（100/75）(千円)
区分

入湯税

特別土地保有税

軽自動車税

共同施設税

- 

市
町
村
民
税

（
個
人

）

合計

都市計画税
水利地益税

96.021.4

滞納繰越分（％）

28.1

合計（％）

2,776,122

- - 

千円

- 

97.3
180
156
144
60

目的別歳出

（千円）

9,401,895

2,620,303

642,592

7,385,990

-
- 
- 

25,076,335

1,881,634
4,477,633

基準税額　　
区分

決算額
（千円）

3,606,423

一般財源等

手数料

4,081,098

3,213,229

- 
- 

- 

271,533

905,997

187,919
328,753

普通建設事業費

性質別歳出歳入

分担金・負担金

普通

繰出金

232,061

内
訳

繰越金

寄附金
繰入金

前年度繰上充用金

投資的経費

232,061

うち人件費

市町村類型 Ⅱ－1

1,096市町村たばこ税

都道府県支出金
財産収入

諸収入

国有提供施設等交付金

国庫支出金

- 
1,772,775

旧法による税
目的税

地方消費税交付金

交通安全対策特別交付金

ゴルフ場利用税交付金

配当割交付金
株式等譲渡所得交付金

市町村名 鳴門市

積立金

一部事務組合に対するもの

それ以外のもの

人件費
うち職員給

元利償還金

小計
物件費

704,362

合計

災害復旧事業費

失業対策事業費

1.4/100

2,491,896

16,680

242,041
195,467

1,559,419
696

522,215

- 

1,092,831

1,622,329
- 

2,724,844
16,680

99.1

99.0 95.520.5

15,360,259

99.0

徴
収
率

市町村民税

投資及び出資金・貸付金

12.1/100

3,600
2,100
492
480
192

固定資産税

適用税率の状況

均等割

所得割

市
町
村
民
税

（
法
人

）

固定資産税

均等割

小計

地方特例交付金

特別地方消費税交付金

特別

地方交付税

使用料

区分

軽油・自動車取得税交付金

地方税
地方譲与税
利子割交付金 扶助費

公債費

維持補修費

区分

一時借入金利子

補助費等


